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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第22期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第23期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第22期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第23期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第22期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  53,955  53,699  242,619

経常利益（百万円）  3,037  2,191  13,891

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）

（百万円） 
 1,192  △995  6,771

純資産額（百万円）  35,627  37,774  39,510

総資産額（百万円）  114,564  114,843  118,516

１株当たり純資産額（円）  62,853.10  68,285.57  71,512.78

１株当たり四半期（当期）純利益又は１株当た

り四半期純損失金額（△）（円） 
 2,228.33  △1,861.14  12,658.66

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円） 
 ―  ―  12,637.42

自己資本比率（％）  29.3  31.8  32.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,816  △2,850  22,226

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,108  △949  △9,879

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △3,113  1,284  △10,927

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円） 
 17,803  17,134  19,650

従業員数（人）  2,963  3,058  2,963
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 当社グループは、当社及び子会社23社、関連会社３社で構成され、一般顧客を対象とした店舗におけるパッケージ

ソフトを中心とした商品等のレンタル・リサイクル・新品販売を行う事業、フランチャイジー他得意先に販売する事

業を主な事業内容としております。  

 また、衣料を中心とした中古商品の買取・販売を行う店舗の運営、ゲームセンターや映画館、ネットカフェなどの

娯楽施設の運営、インターネット等を利用した商品の販売・レンタル、その他広告や販売促進に関するサービスの提

供や不動産販売・賃貸等の事業活動を展開しております。  

  

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用し、セグメント区分を変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状況 １．四半期

連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載しております。  

  

グループ構成と事業内容                              平成22年６月末現在 

  

＜持分法適用会社＞ 

 株式会社ティー・アンド・ジー 

 株式会社アークコア（セントレックス） 

 ＳＢＩゲオマーケティング株式会社 

  

（注）事業種類の欄には、セグメント情報の名称を記載しております。  

２【事業の内容】

事 業 種 類 事 業 内 容 事 業 会 社 

小売サービス事業 

  

 店舗運営事業 

㈱ゲオ（当社） 

㈱ゲオイエス 

㈱ゲオリークル 

㈱ゲオグローバル 

㈱ゲオナイン 

㈱ゲオフロンティア 

㈱ゲオエブリ  

㈱ゲオシティ 

㈱ゲオステーション 

㈱ゲオアクティブ 

㈱セカンドストリート 

㈱フュージョン 

その他 

  

㈱ゲオサプライ 

㈱イーネット・フロンティア 

㈱リテールコム  

㈱ぽすれん  

㈱エイシス  

不動産事業 不動産販売・賃貸 ㈱ゲオエステート（セントレックス）

アミューズメント事業 アミューズメント運営事業 ㈱ゲオディノス（ＪＡＳＤＡＱ） 

その他 

卸売事業 ㈱アムス 

その他 

㈱ゲオウェブサービス 

㈱スパイキー 

㈱アシスト 

㈱ゲオフィットネス 
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 事業の系統図は以下のとおりであります。                     平成22年６月末現在 
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   当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。    

（注）主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は、当第１四半期連結会計期間の末日現在の就業人員であり、（ ）内に臨時雇用者数（１日８時間 

    換算）を外数で記載しております。 

    

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、当第１四半期会計期間の末日現在の就業人員であり、（ ）内に臨時雇用者数（１日８時間換 

    算）を外数で記載しております。    

            

  

 当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 （注）1.上記金額には消費税等は含まれておりません。 

          

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。    

  

３【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

 議決権の所有割合 
 又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 

㈱エイシス 

東京都千代

田区 
30 小売サービス事業 100.0    ― 

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

       従業員数（名）    3,058 ( )  8,870

  平成22年６月30日現在

       従業員数（名） 146 (  )  7

第２【事業の状況】

１【販売の状況】

セグメントの名称  

第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日）

 前年同期比 

小売サービス事業  50,269 －  

不動産事業    991 －  

アミューズメント事業  1,927 －  

その他   510 －  

＜合計＞   53,699 －  

２【事業等のリスク】
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 （1）株式の公開買付けによる子会社化について 

 当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、株式会社ウェアハウスの株式を公開買付けにより取得する 

ことを決議し、同日、馬場富雄氏及び有限会社ラッドガーとの間で、「公開買付応募契約」を締結いたしました。 

  

その内容は、次のとおりです。 

 1. 公開買付開始公告日          平成22年５月17日 

 2. 買付ける株券等の種類  株式会社ウェアハウス 普通株式 

 3. 買付価格               １株当たり金410円 

 4. 買付予定数               上限5,660,200株 

 5. 受渡し・決済の開始日         平成22年７月２日 

  

 （2）株式会社ゲオ第７回新株予約権（第三者割当て）コミットメント条項付き第三者割当て契約の締結について 

 当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、第７回新株予約権（第三者割当て）を発行し、その割当て

先であるメリルリンチ日本証券株式会社との間でコミットメント条項付き第三者割当て契約を締結いたしました。 

  

その内容は、次のとおりです。 

 1. 発行新株予約権の数              50,008個 

 2. 発行価額 新株予約権１株当たり          601円   

 3. 発行価額の総額              30,054,808円 

 4. 行使価額                             111,870円 

 5. 行使価額及び行使価額の修正条件 

  当初の行使価額111,870円における潜在株式数  50,008株  

  行使価額上限値はありません 

  行使価額下限値81,383円における潜在株式数    50,008株 

 6. 募集及び割当方法       第三者割当ての方法による 

 7. 発行期日                      平成22年５月31日 

  8. 行使期間   平成22年６月１日から平成24年６月１日まで 

  9. 割当先             メリルリンチ日本証券株式会社 

 10. その他 

 第７回新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の承認が必要である旨が定められています。 

   

 （3）当社と連結子会社11社との合併について 

 当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、平成22年10月１日付で当社の連結子会社であります株式会

社ゲオサプライ、株式会社ゲオイエス、株式会社ゲオリークル、株式会社ゲオグローバル、株式会社ゲオナイン、

株式会社ゲオフロンティア、株式会社ゲオエブリ、株式会社ゲオシティ、株式会社ゲオステーション、株式会社ゲ

オアクティブ、株式会社スパイキーの11社を、当社を存続会社として吸収合併することを決議し、同日付で合併契

約を締結いたしました。 

  

その内容は、次のとおりです。  

 1. 合併の方法 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ゲオサプライ、株式会社ゲオイエス、株式会社ゲオリークル、

株式会社ゲオグローバル、株式会社ゲオナイン、株式会社ゲオフロンティア、株式会社ゲオエブリ、株式会社ゲオ

シティ、株式会社ゲオステーション、株式会社ゲオアクティブ、株式会社スパイキーは解散いたします。  

 2. 合併の効力発生日 

  平成22年10月１日 

 3. 合併に際して発行する株式及び資本金 

 当社は、全株式を直接又は間接的に所有しているため、合併による新株式の発行及び資本金の増加は行わない。 

 4. 会計財産の引継ぎ 

 連結子会社11社は、平成22年３月31日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに合併期日に至

るまでの増減を加除した資産、負債及び権利義務の一切を合併期日において当社に引き継ぐ。 

３【経営上の重要な契約等】
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 5. 吸収合併存続会社となる会社の概要 

  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1) 業績の状況  

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による景気対策により一部の業種において改善がみら

れるものの、依然として雇用状況の悪化、個人所得の減少が続く状況となりました。小売業におきましても、節

約志向ならびに個人消費の低迷、物価下落によるデフレ懸念等、引き続き厳しい事業環境となりました。  

 こうした厳しい事業環境のもと当社グループにおきましては、積極的な販促キャンペーンの実施による需要喚

起及び各種コストの見直し等を行った結果、売上高53,699百万円（前年同期比0.5％減）、営業利益1,935百万円

（前年同期比36.4％減）、経常利益2,191百万円（前年同期比27.8％減）、四半期純損失995百万円（前年同期比

2,187百万円減少）となり、売上高・営業利益・経常利益・四半期純利益ともに前年を下回りました。  

 なお、資産除去債務に関する会計基準の適用等により1,604百万円の特別損失が発生いたしました。  

  

 以下は、平成22年６月30日現在の当社グループの店舗数の状況であります。（ ）内は前期末比増減 

  

 従来、店舗数の状況につきましては、店舗名称毎にて店舗数をカウントしておりましたが、併設店舗や店舗内

ショップにつきましては１店舗施設とし、その内訳として取扱商材サービス別の店舗施設数を表示しておりま

す。  

  

商号   株式会社ゲオ  

本店の所在地   愛知県春日井市如意申町五丁目11番地の３  

代表者の氏名   代表取締役  森原 哲也  

資本金の額    8,595百万円  

事業の内容   グループ経営企画・管理、メディア事業（メディアショップの運営、商品流通業）  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

   直営店 代理店  ＦＣ店  合計  

 ゲオグループ店舗施設数   1,039 (+18) 87 (+5) 145 (+3)  1,271 (+26)

 小売サービス店舗      997 (+18) 87 (+5) 145 (+3)  1,229 (+26)

   メディア取扱店舗      812 (+18) 87 (+5) 101  (△1)  1,000 (+22)

   古着取扱店舗       345 (+52)       44 (+4)  389 (+56)

   総合リサイクル店舗       129       34  (△1)  163 (△1)

   携帯電話販売店       35 (△2)       35 (△2)

 アミューズメント施設       42          42

   複合アミューズメント施設       16          16

   ゲームセンター施設  10          10

   フィットネス施設  13         13

   複合カフェ・飲食店  8          8
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 当第１四半期連結会計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであります。  

  

  

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用し、セグメント区分を変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状況

１．四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載しております。  

  

①小売サービス事業 

 小売サービス事業につきましては、全国で小売サービス店舗を1,229店舗（前期末比26店舗増）展開しておりま

す。そのうち、ＤＶＤ・ＣＤ・ゲームソフト等のレンタル・リサイクル・新品販売を行うメディア商材取扱店舗は

1,000店舗（前期末比22店舗増）、中古衣料の買取販売を行う中古衣料取扱店舗は、389店舗（前期末比56店舗

増）、家具・家電等も取り扱う総合リサイクル店舗については、163店舗（前期末比1店舗減）等を展開いたしまし

た。  

 消費マインドの冷え込みが続く中、消費者の需要喚起を目的としてリサイクル商材の買取強化を始めとするキャ

ンペーン等を実行いたしました。また、中古衣料取扱店舗を増やすとともに、メディア商材取扱店舗の新規出店を

積極的に行いました。  

 その結果、売上高は50,269百万円、営業利益は、2,342百万円となりました。 

  

 以下は、当第１四半期連結会計期間における会員の状況であります。 

 会員数（増減数は前期末比）                                （千人） 

（注１）平成22年３月１日より、共通ポイントサービス「Ponta」に参画したことにより、ポイント会員はレンタル会員と統合され、ゲ

オ会員となっております。   

  

  

②不動産事業 

 不動産事業につきましては、住宅ローン減税の拡大や長期優良住宅減税などの住宅取得優遇策が下支えとなり一

部地域では回復基調にあるものの、景気の長期低迷懸念に伴う消費マインドの冷え込みは続いており、不動産取引

は総じて低調に推移いたしました。  

 このような環境のもと、株式会社ゲオエステートはデベロップメント事業として自社開発マンション及び宅地等

４物件30戸、リセール事業としてマンション及び宅地３物件11戸を引渡しました。  

その結果、売上高は991百万円、営業利益は68百万円となりました。  

  

 セグメントの名称    第１四半期（百万円）  前年同期比（%） 

 小売サービス事業 
 売上高   50,269     －  

 営業利益   2,342     －  

 不動産事業 
 売上高   991     －  

 営業利益   68     －  

 アミューズメント事業 
 売上高   1,927     －  

 営業損失   △9     －  

 その他 
 売上高   510     －  

 営業損失   △28     －  

  

  
平成21年６月末  平成22年３月末 平成22年６月末  増減数 

ゲオ会員数  10,457  11,547  12,091  543
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③アミューズメント事業  

 アミューズメント事業につきましては、依然として個人消費の冷え込み等により厳しい市場環境となっておりま

す。 

 このような環境のもと、株式会社ゲオディノスは、様々な集客策を実行いたしました。なお、事業セグメント区

分変更に伴い、フィットネス施設運営事業及びインターネット・複合カフェ運営事業が加わっております。  

 その結果、売上高は1,927百万円、営業損失は9百万円となりました。   

  

④その他 

 その他につきましては、事業セグメント区分変更に伴い、フィットネス施設運営事業及びインターネット・複合

カフェ運営事業がアミューズメント事業へ移管しております。 

 売上高は510百万円、営業損失は28百万円となりました。  

  

   

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

2,515百万円減少し、17,134百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  営業活動の結果、減少した資金は2,850百万円(前年同四半期は3,816百万円の増加)となりました。 

 これは、レンタル用資産減価償却費が3,112百万円と資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額が1,312百万円、

売上債権の減少額が1,154百万円ありましたが、仕入債務の減少額が3,756百万円とレンタル用資産の取得による支

出が2,556百万円、法人税等の支払額が3,547百万円ありましたことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は949百万円(前年同四半期は1,108百万円の減少)となりました。 

 これは、有価証券の売却による収入が2,300百万円ありましたが、有価証券の取得による支出が1,500百万円と子

会社株式の取得による支出が1,658百万円ありましたことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果、増加した資金は1,284百万円(前年同四半期は3,113百万円の減少)となりました。 

 これは、短期借入金の返済による支出が5,731百万円と長期借入金の返済による支出が3,798百万円、配当金の支

払額が741百万円がありましたが、短期借入れによる収入が8,101百万円と長期借入れによる収入が4,330百万円あ

りましたことが主な要因であります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 （1）主要な設備の状況  

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

     

 （2）設備の新設、除却等の計画  

  当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修等の計画はありません。  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日以降この四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行

使により発行されたものは含まれておりません。  

    ２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりま

せん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  2,000,000

計  2,000,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成22年８月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  584,944  585,192

東京証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

   (注)２ 

計  584,944  585,192 ― ― 
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① 旧商法に基づき発行した新株予約権 

  

   ② 会社法に基づき発行した新株予約権 

(注)１．①新株予約権者は、当社取締役又は執行役員の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使す

     ることができる。 

 ②上記①にかかわらず、新株予約権者は、以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に定める場合には、それぞれに定める期間内に 

 限り新株予約権を行使することができる。 

  (ⅰ) 新株予約権者が、平成51年７月20日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

   平成51年７月21日から平成51年８月20日（ただし、当該日が営業日でない場合には、その前営業日）までとす 

   る。 

  

（２）【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成17年６月27日） 

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数    350個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数    700株 

新株予約権の行使時の払込金額  150,000円 

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成23年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格    150,000円 

資本組入額    75,000円 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

その他、行使の条件は、当社と新株予約権の割り当てを

受けた者との間で締結した契約に基づく。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を第三者に譲渡、質入、その他処分すること

はできない。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

取締役会の決議日（平成21年８月４日） 

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数    1,350個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数    1,350株 

新株予約権の行使時の払込金額   1円 

新株予約権の行使期間 平成21年８月21日～平成51年８月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格       1円 

資本組入額       1円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２ 
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   (ⅱ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社とな 

   る株式交換契約承認の議案もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合 

   当該承認日の翌日から15日間（ただし、当該期間の最終日が営業日でない場合には、その前営業日）とする。 

   ③新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。かかる相続人による新株予約権の 

   行使の条件は、下記④の契約に定めるところによる。 

   ④その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当 

   契約」に定めるところによる。  

  ２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに交付するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。 

   ①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

   ②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

   ③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

    ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権の行使により交付される再

編対象会社の株式１株当たりの再編後払込金額を１円とし、これに上記③に従って決定される当該各新株予約権

の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

   ⑤新株予約権を行使することができる期間 

  新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧新株予約権の取得条項 

１．割り当てを受けた者が以下に掲げる事項のいずれかに該当することとなった場合には、割り当てられた新株

予約権の全てを当社が無償にて取得する。この場合、当社は、いつでも当社が取得し保有する新株予約権を無償

にて消却することができる。 

(ⅰ) 背任行為等、個人に帰すべき事由により、当社取締役または執行役員を解任され、当社取締役会が新株予

約権の保有の継続を適当でないと認めた場合 

(ⅱ) 上記（ⅰ）のほか、当社取締役会が新株予約権の保有の継続を適当でないと認めた場合 

２．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会社とな

る株式交換契約承認の議案もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合、承認日の翌日か

ら15日間が経過する日までに権利行使されなかった新株予約権は、15日間を経過した日の翌日に当社が無償にて

取得する。この場合、当社は、いつでも当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができる。 

３．当社は、いつでも当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができる。 
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③ 会社法に基づき発行した新株予約権 

(注)１．①新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業員その他これに準

ずる地位にあることを要する。ただし、当社又は当社関係会社の取締役、監査役を任期満了により退任した場

合、又は定年退職その他正当な理由のある場合並びに当社取締役会の決議により特に行使を認められた場合はこ

の限りではない。 

  ②各新株予約権の一部行使は、できないものとする。 

  ③その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契 

約」に定めるところによる。 

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上 を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において

残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに交付するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交

付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。 

  ①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

  ②新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 

  再編対象会社の普通株式とする。 

  ③新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  ④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額につき組織再編行為の条件等を勘 

案の上調整して得られる再編後払込価額に、上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的となる再編対象

会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

    ⑤新株予約権の行使期間 

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予約権の行使期間

の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価格のうちの資本組入額 

会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日（平成21年６月26日） 

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数    3,965個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数    3,965株 

新株予約権の行使時の払込金額   96,500円 

新株予約権の行使期間 平成23年７月１日～平成27年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格     96,500円 

資本組入額    48,250円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２  
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    ⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

    再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

  ⑧ 新株予約権の取得条項 

  １．割当てを受けた者が以下に掲げる事項のいずれかに該当することとなった場合には、割当てられた新株予約

権の全てを当社が無償にて取得する。この場合、当社は、いつでも当社が取得し保有する新株予約権を無償にて

消却することができる。ただしこの取得及び消却処理については、権利行使期間が終了した後に一括して行うこ

とができるものとする。 

(ⅰ)背任行為等、個人に帰すべき事由により、当社又は当社関係会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員そ

の他これに準ずる地位を解任され、当社取締役会が新株予約権の保有の継続を適当でないと認めた場合 

(ⅱ) 当社取締役会が新株予約権の保有の継続を適当でないと認めた場合 

２．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会社とな

る株式交換契約承認の議案もしくは株式移転承認の議案につき当社株主総会で承認された場合、承認日の翌日か

ら15日間が経過する日までに権利行使されなかった新株予約権は、15日間を経過した日の翌日に当社が無償にて

取得する。この場合、当社は、いつでも当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができる。 

３．当社は、いつでも当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができる。 

  

④ 会社法に基づき発行した新株予約権（第三者割当） 

(注)本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権等であります。当該行使価額修正条項付新株予約権等の特質等

は以下のとおりであります。     

    (１) 本新株予約権の目的となる株式の総数は50,008株、割当株式数は１株で確定しており、株価の上昇又は下

落により行使価額が修正されても変化しない。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場

合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。 

  

取締役会の決議日（平成22年５月14日） 

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数    50,008個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数    50,008株 

新株予約権の行使時の払込金額 

当初行使価額一株当たり111,870円 

行使価額は、新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の当

社普通株式の終値の92％に相当する金額に修正されるが、その価額が

下限行使価額（81,383円）を下回る場合には、下限行使価額を修正後

の行使価額する。 

新株予約権の行使期間 平成22年６月１日～平成24年６月１日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格は、行使請求に係る各本新株予約権の行使に際して出資され

る財産の価額の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の

総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載

の株式の数で除した額とする。 

資本組入額は、会社計算規則第17条の定めるところに従って算定され

た資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満

の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。 

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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    (２) 行使価額の修正の基準及び頻度 

      ①修正の基準：本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日における

当社普通株式の株式会社東京証券取引所における普通取引の終値（以下「終値」という。）

（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の92％に相当する金額（１円未満の端数を

切り上げる。）が、当該効力発生日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回

る場合には、当該効力発生日以降、当該金額に修正される。 

      ②修正の頻度：行使の際に上記①に記載の条件に該当する都度、修正される。  

    (３) 行使価額の下限及び新株予約権の目的となる株式の数の上限 

      ①行使価額の下限  81,383円 

      ②新株予約権の目的となる株式の数の上限 

        50,008株（平成22年３月31日現在の普通株式の発行済株式総数の8.55％） 

    (４) 当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能とする条項 

①当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新

株予約権１個当り601円の価額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部又は

一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとす

る。 

②当社は、当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で承認決

議した場合は、会社法第273条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新

株予約権１個当り601円の価額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取

得する。 

    (５) 権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

       当社が、一定の条件に従って本新株予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数を指定できる

こととなっており、所有者であるメリルリンチ日本証券は、かかる指定を受けた場合、一定の条件及び制

限のもとで、指定された数の本新株予約権を20取引日の期間中に行使することをコミットします。但し、

当社が一度に指定できる本新株予約権の数には一定の限度があり、本新株予約権の行使により交付される

こととなる当社普通株式の数が、指定の前日までの１ヶ月間又は３ヶ月間における当社普通株式の１日当

り平均出来高数のいずれか少ない方の５日分を超えないように指定する必要があります。複数回の指定を

行う場合には20取引日以上の間隔を空けなければならず、また、当社普通株式の終値が下限行使価額の

120％に相当する金額を下回る場合、未公表のインサイダー情報等がある場合、当社の財政状態又は業績

に重大な悪影響をもたらす事態が発生した場合など一定の場合には当社はかかる指定を行うことはできま

せん。 

当社は、その裁量により、本新株予約権の全部又は一部につき、行使することができない期間を指定（以

下「停止指定」といいます。）することができます。停止指定の期間は当社の裁量により決定することが

でき、また、当社は、一旦行った停止指定をいつでも取り消すことができます。但し、約２年間の行使可

能期間のうち最後の１ヶ月間及び上記の本新株予約権を行使すべき旨の指定を受けてメリルリンチ日本証

券がコミットしている本新株予約権の行使を妨げることとなるような停止指定を行うことはできません。

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要し、本新株予約権が譲渡された場合でも、コミ

ットメント条項付き第三者割当て契約に基づいて、当社がメリルリンチ日本証券に対して本新株予約権の

行使指定、停止指定及びその取消しを行う権利は、譲受人に引き継がれます。 

    (６) 当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

       該当事項はありません。 

    (７) 当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容 

       該当事項はありません。 

    (８) その他投資者の保護を図るため必要な事項 

       該当事項はありません。 
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（注）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の残高はありますが、行使されておりませんので記載はありません。 

  

 該当事項はありません。   

  

 (注) 平成22年７月１日から平成22年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が248株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ８百万円増加しております。 

        

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  

第４四半期会計期間 

（平成22年１月１日から 

  平成22年３月31日まで） 

第１四半期会計期間 

（平成22年４月１日から 

  平成22年６月30日まで） 

当該四半期会計期間に権利行使さ

れた当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等の数（個） 

  ―   ― 

当該四半期会計期間の権利行使に

係る交付株式数（株） 
  ―   ― 

当該四半期会計期間の権利行使に

係る平均行使価額等（円） 
  ―    ― 

当該四半期会計期間の権利行使に

係る資金調達額（百万円） 
  ―   ― 

当該四半期会計期間の末日におけ

る権利行使された当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の

数の累計（個） 

  ―   ― 

当該四半期会計期間の末日におけ

る当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の交付

株式数（株） 

  ―   ―   

当該四半期会計期間の末日におけ

る当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の平均

行使価額等（円） 

  ―    ―  

当該四半期会計期間の末日におけ

る当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の資金

調達額（百万円） 

 ―  ― 

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年４月１日～

平成22年６月30日  
―  584,944 ―  8,595 ―  2,203

（６）【大株主の状況】

- 15 -



  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    50,008
―      ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   534,936  534,936 ― 

発行済株式総数  584,944 ― ― 

総株主の議決権 ―  534,936 ― 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ゲオ 

愛知県春日井市如

意申町五丁目11番

地の３ 

 50,008 ―  50,008  8.54

計 ―  50,008 ―  50,008  8.54

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

４月 
５月 ６月 

最高（円）  102,700  105,900  117,000

最低（円）  91,800  97,200  104,800

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役副社長 
財務部、経営企画
部、情報管理部担
当 

取締役副社長 
財務部、経営企画
部、情報管理部担
当兼財務部長 

久保田 貴之 平成22年７月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,580 19,387

受取手形及び売掛金 6,309 6,760

有価証券 1,550 2,350

商品 13,397 14,033

販売用不動産 ※2  1,269 ※2  1,562

仕掛販売用不動産 ※2  2,231 ※2  2,505

その他 8,755 8,232

貸倒引当金 △153 △141

流動資産合計 49,941 54,692

固定資産   

有形固定資産 ※1, ※2  35,293 ※1, ※2  34,925

無形固定資産   

のれん 5,089 3,968

その他 1,595 1,505

無形固定資産合計 6,684 5,473

投資その他の資産   

敷金及び保証金 ※2  13,467 ※2  13,431

その他 ※2  11,697 ※2  12,216

貸倒引当金 △2,239 △2,223

投資その他の資産合計 22,924 23,424

固定資産合計 64,902 63,824

資産合計 114,843 118,516

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,199 11,679

短期借入金 ※2  8,826 ※2  6,456

1年内返済予定の長期借入金 ※2  11,855 ※2  12,055

引当金 781 1,283

その他 ※2  10,584 ※2  14,610

流動負債合計 40,248 46,086

固定負債   

社債 ※2  3,284 ※2  2,673

長期借入金 ※2  25,163 ※2  24,432

引当金 277 278

資産除去債務 2,120 －

その他 5,974 5,534

固定負債合計 36,820 32,918

負債合計 77,069 79,005
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,595 8,595

資本剰余金 9,255 9,255

利益剰余金 22,683 24,427

自己株式 △4,069 △4,069

株主資本合計 36,464 38,208

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 64 46

評価・換算差額等合計 64 46

新株予約権 196 155

少数株主持分 1,049 1,100

純資産合計 37,774 39,510

負債純資産合計 114,843 118,516
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 53,955 53,699

売上原価 31,968 31,444

売上総利益 21,986 22,254

販売費及び一般管理費 ※  18,942 ※  20,318

営業利益 3,044 1,935

営業外収益   

受取利息 23 35

負ののれん償却額 78 －

受取保険金 84 147

受取手数料 － 185

その他 104 169

営業外収益合計 291 538

営業外費用   

支払利息 211 181

その他 86 99

営業外費用合計 297 281

経常利益 3,037 2,191

特別利益   

投資有価証券売却益 － 99

貸倒引当金戻入額 120 40

その他 13 10

特別利益合計 134 151

特別損失   

減損損失 675 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,312

その他 110 292

特別損失合計 786 1,604

税金等調整前四半期純利益 2,385 738

法人税、住民税及び事業税 1,266 1,040

法人税等調整額 △86 747

法人税等合計 1,180 1,787

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,048

少数株主利益又は少数株主損失（△） 13 △53

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,192 △995
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,385 738

減価償却費 782 940

レンタル用資産減価償却費 3,826 3,112

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,312

減損損失 675 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △413 △411

受取利息及び受取配当金 △24 △36

支払利息 211 181

投資有価証券売却損益（△は益） － △99

投資有価証券評価損益（△は益） 39 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,284 1,154

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,785 704

仕掛販売用不動産等の増減額(△は増加) 2,082 270

レンタル用資産取得による支出 △2,783 △2,556

仕入債務の増減額（△は減少） △4,676 △3,756

その他 205 △675

小計 6,380 879

利息及び配当金の受取額 28 38

利息の支払額 △207 △219

法人税等の支払額 △2,385 △3,547

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,816 △2,850

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △429 △342

無形固定資産の取得による支出 △136 △219

有価証券の取得による支出 － △1,500

有価証券の売却による収入 － 2,300

子会社株式の取得による支出 － △1,658

その他 △542 470

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,108 △949

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 3,600 8,101

短期借入金の返済による支出 △5,358 △5,731

長期借入れによる収入 2,050 4,330

長期借入金の返済による支出 △3,008 △3,798

社債の発行による収入 1,183 795

社債の償還による支出 △332 △906

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △790

配当金の支払額 △634 △741

その他 △612 25

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,113 1,284

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △405 △2,515

現金及び現金同等物の期首残高 18,208 19,650

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  17,803 ※  17,134
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

(1) 連結の範囲の変更 

 当第１四半期連結会計期間より、株式会社エイシスは新たに株式を取得したた

め、連結の範囲に含めております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

23社  

２．会計処理基準に関する事

項の変更  

(1) 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益は35百万円、税金等調整前四半期純利益は

1,347百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債

務の変動額は2,003百万円であります。  

(2) 企業結合に関する会計基準等の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準

第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業

会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）を適用しております。 
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 
  

（四半期連結貸借対照表関係） 

１ 「貯蔵品」については、前第１四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第１四半期連結会計期間

において金額的重要性が乏しいため、流動資産の「その他」に含めて表示することとしました。 

    なお、当第１四半期連結会計期間の「貯蔵品」は 百万円であります。 

２ 「未払法人税等」については、前第１四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第１四半期連結会

計期間において資産総額の100分の1以下となったため、流動負債の「その他」に含めて表示することとしまし

た。 

    なお、当第１四半期連結会計期間の「未払法人税等」は 百万円であります。 

３ 「負ののれん」については、前第１四半期連結会計期間は区分掲記しておりましたが、当第１四半期連結会計

期間において金額的重要性が乏しいため、固定負債の「その他」に含めて表示することとしました。 

    なお、当第１四半期連結会計期間の「負ののれん」は 百万円であります。 

238

1,078

92

（四半期連結損益計算書関係） 

１ 「負ののれん償却額」については、前第１四半期連結累計期間までは区分掲記しておりましたが、当第１四半

期連結累計期間において営業外収益総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示す

ることとしました。 

    なお、当第１四半期連結累計期間の「負ののれん償却額」は 百万円であります。 

２  前第１四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却

益」は、特別利益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。 

  なお、前第１四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「投資有価証券売却益」は 百万円であり

ます。 

３ 「減損損失」については、前第１四半期連結累計期間までは区分掲記しておりましたが、当第１四半期連結累

計期間において特別損失総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示することとしま

した。 

  なお、当第１四半期連結累計期間の「減損損失」は 百万円であります。 

４  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示することとしました。 

64

0

275

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１ 前第１四半期連結累計期間まで区分掲記しておりました「減損損失」（当第１四半期連結累計期間は275百万

円）は、金額的重要性が乏しいため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示することと

いたしました。 

２  前第１四半期連結累計期間まで区分掲記しておりました「投資有価証券評価損益」（当第１四半期連結累計期

間は1百万円）は、金額的重要性が乏しいため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示す

ることといたしました。 

３  「ファイナンス・リース債務の返済による支出」（前第１四半期連結累計期間597百万円）については、前第１

四半期連結累計期間までは財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりましたが、当

第１四半期連結累計期間において金額的重要性が増したため、区分掲記することといたしました。 
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 該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

  法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法 

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。  

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められ

る場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                                       百万円101,903

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       百万円 99,060

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

（１）担保に供している資産  

  

  

販売用不動産     百万円777

仕掛販売用不動産     〃  1,624

有形固定資産     〃  9,388

敷金及び保証金     〃  150

投資その他の資産その他     〃  347

合計   百万円12,287

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

（１）担保に供している資産  

  

販売用不動産     百万円529

仕掛販売用不動産       〃  1,071

有形固定資産     〃  9,246

敷金及び保証金     〃  150

投資その他の資産その他     〃  363

合計   百万円11,361

（２）上記に対応する債務  

  

     上記担保資産のうち、子会社である株式会社ゲオ

エステートの建設仮勘定 百万円を株式会社ユ

ニディオコーポレーションの銀行借入金の物上保

証に供しております。 

短期借入金    百万円5,423

1年内返済予定の長期借入金     〃  2,390

社債     〃  2,030

長期借入金     〃  4,337

流動負債その他     〃  59

合計   百万円14,240

4,029

（２）上記に対応する債務  

  

     上記担保資産のうち、子会社である株式会社ゲオ

エステートの建設仮勘定 百万円を株式会社ユ

ニディオコーポレーションの銀行借入金の物上保

証に供しております。 

短期借入金    百万円4,300

1年内返済予定の長期借入金     〃  2,399

社債     〃  1,252

長期借入金     〃  4,370

流動負債その他     〃  59

合計   百万円12,381

3,793
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至 

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式     584,944株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式     50,008株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

（1）第７回新株予約権  

（2）ストック・オプションとしての新株予約権 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 百万円6,747

賞与引当金繰入額  〃 403

地代家賃  〃 3,862

給料手当 百万円7,541

賞与引当金繰入額  〃 466

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

  借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

  借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 17,801

有価証券勘定 71

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △70

現金及び現金同等物 17,803

  （百万円）

現金及び預金勘定 16,580

流動資産その他（預け金） 553

現金及び現金同等物 17,134

（株主資本等関係）

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数 50,008株  

新株予約権の四半期連結会計期間末残高  30百万円  

新株予約権の四半期連結会計期間末残高  166百万円（親会社146百万円、連結子会社19百万円） 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 748 1,400  平成22年３月31日  平成22年６月30日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。なお、平成20年７月において株式会社ぽすれん

を連結子会社としメディア事業に含めております。また、平成20年７月にリサイクル事業を主な事業とする

株式会社フォー・ユーを連結子会社とし、事業セグメントにリサイクル事業を新設しております。また、当

第１四半期連結会計期間より事業内容を適切に表現するために、リサイクル事業をリユース事業に名称変更

しております。なお、名称変更による事業区分の変更はありません。 

      ２  各事業の主な製品 

(1）メディア事業………………パッケージソフトの流通・レンタル・販売を中心とした各種メディアの提供

(2）不動産事業…………………不動産の販売・賃貸 

(3）アミューズメント事業……映画館・ボウリング場・ゲーム施設・カラオケ等の娯楽遊戯施設の運営 

(4）リユース事業………………衣料・服飾雑貨・電化製品等のリサイクル買取販売 

(5）その他事業…………………フィットネス施設の運営、ネットカフェの運営、卸売業、コンテンツ開発等

  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は主に、商品のレンタル・中古買取販売・新品販売と、ゲーム機器・ボウリング施設・映画劇場・フ

ィットネス施設等の遊戯娯楽施設の運営、不動産の企画開発・販売を行っております。 

 商品のレンタル・中古買取販売・新品販売については、企業および一般消費者から仕入れた商品を店舗に

てレンタル・販売する小売チェーン展開を行っており、遊戯娯楽施設の運営および不動産の企画開発・販売

についてはそれぞれ独立した事業子会社において、事業戦略の立案ならびに事業活動を展開しております。

 したがって、当社は提供する商品サービス及び提供形態を基礎とした事業種類別のセグメントから構成さ

れており、小売サービス事業、不動産事業、アミューズメント事業の３つを報告セグメントとしておりま

す。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
メディア 

事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

 アミューズ

メント事業 
 （百万円） 

リユース

事業  
（百万円）

その他事業

（百万円） 
計

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結

（百万円） 

売上高                                                

(1）外部顧客に

対する売

上高 

 43,542  3,117  1,433  4,450  1,411  53,955  －  53,955

(2）セグメント

間の内部

売上高又

は振替高 

 38  －  0  －  10  49 (△49)  －

計  43,581  3,117  1,433  4,450  1,421  54,004 (△49)  53,955

営業利益又

は営業損失

（△） 

 3,310  308  △131  16  △17  3,484 (△440)  3,044

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間  （自平成22年４月１日  至平成22年６月30日） 

（単位：百万円）  

（注）１．  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、卸売事業及びその他の

サービス事業を含んでおります。  

      ２．  セグメント利益の調整額△437百万円には、セグメント間取引消去△21百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△416百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 （固定資産に係る重要な減損損失） 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

 （のれんの金額の重要な変動） 

「小売サービス事業」セグメントにおいて、平成22年５月に株式会社エイシスを子会社化したことに

伴い、1,408百万円ののれんを計上しております。 

  

 （重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  
  

報告セグメント  
その他

（注）１
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連

結損益計

算書計上

額 
（注）３

小売サー

ビス 
不動産

 アミュー

ズメント 計  

売上高                                                

外部顧客への売上高  50,269  991  1,927  53,188  510  53,699  －  53,699

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 7  －  0  7  13  21  △21  －

計  50,276  991  1,927  53,195  524  53,720  △21  53,699

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 2,342  68  △9  2,401  △28  2,373  △437  1,935
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当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

取得による企業結合 

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容 

   被取得企業の名称 株式会社エイシス 

   事業の内容    インターネットショップの運営、各種情報処理業務 

(2) 企業結合を行った主な理由 

   メディアビジネスにおけるサービスを拡げる方針から、より多くのお客様に娯楽を提供していくことを目

的として。  

(3) 企業結合日 

   平成22年5月10日 

(4) 企業結合の法的形式 

   株式取得 

(5) 結合後企業の名称 

   株式会社エイシス 

(6) 取得した議決権比率 

   100％ 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

   当社による、現金を対価とする株式取得であること。 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

  平成22年５月10日から平成22年６月30日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

   1,408百万円 

(2) 発生原因 

  今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的見積もりにより発生したものであります。 

(3) 償却方法及び償却期間 

  ５年間にわたる均等償却 

５．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連結損

益計算書に及ぼす影響の概算額 

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。 

（企業結合等関係）

  取得の対価  現金  1,900 百万円

  取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 3 百万円

  取得原価   1,903 百万円

売上高 1,220 百万円

経常利益  240 百万円

四半期純利益 139 百万円
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  68,285.57 円 １株当たり純資産額  71,512.78 円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額  2,228.33 円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額  △1,861.14 円

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  1,192  △995

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 1,192  △995

期中平均株式数（株）  534,936  534,936

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 ―  ― 

- 29 -



  

 該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 

 平成22年６月30日） 

株式会社ウェアハウスの連結子会社化 

当社は、株式会社ウェアハウス（以下、「対象者」といいます。）を、平成22年７月２日付で連結子会社化い

たしました。  

被取得企業の名称、事業の内容及び規模、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠 

（1）被取得企業の名称、事業の内容及び規模 

被取得企業の名称             株式会社ウェアハウス 

事業の内容                   ＤＶＤ・ＣＤレンタル事業・総合アミューズメント事業 

事業の規模（平成21年12月期） 売上高  11,049百万円 

                             総資産  18,644百万円  

（2）企業結合を行った主な理由 

当社と対象者は、平成16年11月25日に包括的な業務・資本提携を行っており、当社グループより商品

等の販売を行っております。 

昨今の世界同時不況に端を発するわが国経済は、政府による景気対策により一定の効果は見られるも

のの、依然として雇用環境の悪化及び個人所得の減少による個人消費の低迷が続いており、今後、両社

を取り巻く経営環境が一層厳しくなることが想定されます。 

その中で、両社は、既存戦略の加速に留まらない成長性のさらなる強化に向けた果敢かつ抜本的なア

クションが今こそ必要との課題認識を共有しております。かかる共通の環境認識に基づき、当社及び対

象者は、現在の厳しい経営環境を乗り越え、両社の潜在的な収益成長力を最大限に実現し、ともに企業

価値の最大化を目指していくため、平成22年５月14日開催の当社取締役会において公開買付けを開始す

ることを決議し、平成22年７月２日付で連結子会社化いたしました。 

（3）企業結合日 

平成22年７月２日 

（4）企業結合の法的形式 

株式取得 

（5）結合後企業の名称 

株式会社ウェアハウス 

（6）取得した議決権比率 

企業結合直前に所有していた議決権比率   8.06％ 

企業結合日に追加取得した議決権比率    57.05％ 

取得後の議決権比率                    65.11％ 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社による、現金を対価とする株式取得であること。  

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成２１年８月７日 

株 式 会 社  ゲ オ   

 取 締 役 会 御 中     

  有限責任監査法人  ト ー マ ツ   

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  水 野  信 勝     印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  瀧 沢  宏 光     印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゲオ

の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月１日か

ら平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ゲオ及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

- 32 -



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成２２年８月９日 

株 式 会 社  ゲ オ   

 取 締 役 会 御 中     

  有限責任監査法人  ト ー マ ツ   

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  水 野  信 勝     印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  瀧 沢  宏 光     印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゲオ

の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月１日か

ら平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ゲオ及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。  

追記情報 

  四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期会計期

間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社ウェアハウスを平成２２年７月２日付で連結子会社化してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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